
北薩地域の県管理河川における水防災意識社会再構築協議会

日 時 平成２９年５月３１日（水）

13:00～ 13:40

場 所 北薩地域振興局 本庁舎

４階第一会議室

議 事 次 第

（１） 開 会

（２） 挨 拶（北薩地域振興局建設部長）

（３） 協議会の趣旨について

（４） 協議会規約（案）について

（５） 今後のスケジュールについて

（６） 気象台からの情報提供

（７） その他
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北薩地域の県管理河川における

水防災意識社会再構築協議会規約（案）

（名称）

第１条 この会議は，「北薩地域の県管理河川における水防災意識社会再構築協

議会」（以下「協議会」という。）と称する。

（目的）

第２条 協議会は，平成２７年９月の関東・東北豪雨により大規模な浸水被害が発

生したこととともに，平成２９年１月に社会資本整備審議会から「中小河川等に

おける水防災意識社会の再構築のあり方について」の答申がなされたことを踏ま

え，河川管理者，気象庁，市町村等が連携・協力して，減災のための目標を共有

し，ハード対策とソフト対策を一体的，かつ計画的に推進することにより，北薩

地域の県管理河川流域において，洪水氾濫が発生することを前提として，社会全

体で常に洪水に備える「水防災意識社会」を再構築することを目的とする。

（協議会の構成）

第３条 協議会は，別表１の職にある者をもって構成する。

２ 協議会の運営，進行及び招集は事務局が行う。

３ 事務局は，第１項によるもののほか，協議会構成員の同意を得て，必要に応じ

て別表１の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を協議会に求めることが

できる。

（幹事会の構成）

第４条 協議会に幹事会を置く。

２ 幹事会は，別表２の職にある者をもって構成する。

３ 幹事会の運営，進行及び招集は事務局が行う。

４ 幹事会は，協議会の運営に必要な情報交換，調査，分析，減災対策等の各種検

討，調整を行うことを目的とし，結果について協議会へ報告する。

５ 事務局は，第２項によるもののほか，幹事会構成員の同意を得て，必要に応じ

て別表２の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を幹事会に求めることが

できる。
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（協議会の実施事項）

第５条 協議会は，次の各号に掲げる事項を実施する。

１ 洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに，各構成員がそれぞれ

又は連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。

２ 円滑かつ迅速な避難，的確な水防活動及び北薩地域の県管理河川流域の水害に

強い地域づくりを実現するために，各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事

項をまとめた地域の取組方針を作成し，共有する。

３ 毎年，協議会を開催するなどして，地域の取組方針に基づく対策の実施状況を

確認する。

４ その他，大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。

（協議会の公開）

第６条 協議会は，原則として報道機関を通じて公開とする。ただし，審議内容に

よっては，協議会に諮り，非公開とすることができる。

２ 幹事会は，原則非公開とし，幹事会の結果を協議会へ報告することにより公開

と見なす。

（協議会資料等の公表）

第７条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただ

し，個人情報等で公表することが適切でない資料等については，協議会の了解を

得て公表しないものとする。

２ 協議会の議事については，事務局が議事概要を作成し，出席した構成員の確認

を得た後，公表するものとする。

（事務局）

第８条 協議会の庶務を行うため，事務局を置く。

２ 事務局は，北薩地域振興局河川港湾課に置く。

（雑則）

第９条 この規約に定めるもののほか，協議会の議事の手続きその他運営に関し必

要な事項については，協議会で定めるものとする。

（附則）

第10条 本規約は，平成２９年５月３１日から施行する。
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別表１ 北薩地域の県管理河川における水防災意識社会再構築協議会

組 織 役 職

薩摩川内市 市 長

出水市 市 長

阿久根市 市 長

長島町 町 長

気 象 庁 鹿児島地方気象台長

鹿児島県 本 庁 危機管理防災課長

河 川 課 長

北薩地域 総務企画部長

振興局 建 設 部 長

（オブザーバー） 川内川河川事務所

別表２ 北薩地域の県管理河川における水防災意識社会再構築協議会 幹事会

組 織 役 職

薩摩川内市 防 災 安 全 課 長

出水市 安心安全推進課長

阿久根市 総 務 課 長

長島町 総 務 課 長

気 象 庁 鹿児島地方気象台 防災管理官

鹿児島県 本 庁 危機管理防災課 課長補佐

河 川 課 技術補佐

北薩地域 総務企画部 総務企画課長

振興局 建 設 部 河川港湾課長

（オブザーバー） 川内川河川事務所

※ さつま町はすべて一級河川のため，国の協議会のみ参加
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今後のスケジュール



★肝属川における現状・課題分析シート

①洪水時の情報発信に関する事項

項目 国 鹿児島地方気象台 鹿児島県 鹿屋市 肝付町 東串良町

洪水時における
河川管理者から
の情報提供等の
内容及びタイミン
グ

・洪水予報指定河川において
は、避難勧告の発令判断の目安
となる氾濫危険情報の発表等の
洪水予報を気象台と共同で実施
している。
・水位周知河川においては、避
難勧告の発令判断の目安となる
氾濫危険情報の発表等の水位
周知を実施している。
・災害発生のおそれがある場合
は、事務所長から各市町に情報
伝達（ホットライン）をしている。

・河川管理者と合同で洪水予報
を発表している。
・警報・注意報を発表している。
（警戒期間、注意期間、ピーク時
間帯、最大雨量等の予測値を記
述）

・河川管理者と気象台が合同で
洪水予報を発表しており、自治
体、警察、消防等関係機関への
連絡を行い住民への周知を行っ
ている。（肝属川水系は該当河
川なし）

○大隅河川国道事務所と鹿児島地
方気象台は避難勧告の発令判断
の目安となる氾濫危険情報の発表
等の洪水予報を共同で発表してい
る。
○大隅河川国道事務所は災害発
生のおそれがある場合は事務所長
から各市町の首長に対して情報伝
達（ホットライン）を実施している。

●水位情報等の防災情報の意味や
その情報による対応が住民には十
分認知されていないことが懸念され
る。

B

関係機関職員の
防災人員につい
て

・限られた職員で防災業務に従
事する必要がある。

・限られた職員で防災業務に従
事する必要がある。

・限られた職員で防災業務に従
事する必要がある。

・少ない防災担当職員で、市町
村合併に伴う広い地域を管理す
る必要がある。
・少ない防災担当職員で土砂災
害等の災害対応を実施する必要
がある。

・少ない防災担当職員で、市町村
合併に伴う広い地域を管理する必
要がある。
・少ない防災担当職員で土砂災害
等の災害対応を実施する必要が
ある。

・少ない防災担当職員で、広い
地域を管理する必要がある。
・少ない防災担当職員で土砂災
害等の災害対応を実施する必要
がある。

○近年大規模な洪水被害が発生し
ておらず大規模な水害対応経験が
少ない。
○限られた防災担当職員で、広い
行政区域を管理し、土砂災害等の
災害対応もあわせて実施している。

●急激な水位上昇に対して迅速・適
切な情報発信に十分な対応がとれ
ないおそれがある。
●大規模な洪水被害に対し、十分対
応できないおそれがある。

C

避難勧告等の発
令

・各市町と避難勧告に着目した
防災行動計画（タイムライン）を
作成している。

・河川管理者と合同で洪水予報
を発表している。
・警報・注意報を発表している。
（警戒期間、注意期間、ピーク時
間帯、最大雨量等の予測値を記
述）

・地域防災計画に具体的な避難
勧告の発令基準を明記している
が、対象地域は明記していな
い。
・近年は洪水による避難勧告を
発令した回数が少ない。
・避難勧告の発令等に着目した
タイムラインを作成している。

・地域防災計画に具体的な避難勧
告の発令基準を明記しているが、
対象地域は明記していない。
・近年は洪水による避難勧告を発
令した回数が少ない。
・避難勧告の発令等に着目したタ
イムラインを作成している。

・避難勧告等の発令に関する基
準を定め、地域防災計画に具体
的な避難勧告の発令基準を明
記してあり、対象地域も明記して
いる。
・近年は洪水による避難勧告を
発令した回数が少ない。
・避難勧告の発令等に着目した
タイムラインを作成している。

○各市町と避難勧告の発令等に着
目したタイムラインを作成している。
○首長を対象としたトップセミナー
を開催して河川水位と避難勧告等
の発令のタイミングを確認している
○各市町は、避難勧告等の発令基
準を地域防災計画に記載してい
る。
○各市町は、近年洪水による避難
勧告等を発令した実績が少ない。
○大隅河川国道事務所と鹿児島地
方気象台が共同で避難勧告等の
発令の参考となる洪水予報の発表
やホットラインを実施している。

●避難情報等の意味が住民に十分
伝わっていないおそれがある。
●洪水による避難勧告等の発令実
績が少なく、空振りの避難勧告等が
多発した場合に信憑性が薄れて避
難率の低下が懸念される。
●住民の確実な避難行動につなが
るような避難勧告等の発令になって
いるか検証が必要である。
●適切な内容が反映されたタイムラ
インとなっているか、実洪水や訓練
を踏まえた検証が必要である。

D

ライブ映像の提
供

・ホームページで河川カメラの静
止画像を提供している。
・各市町に光ファイバーを利用し
て河川カメラの動画を提供して
いる。
・ＮＨＫに河川カメラの動画を提
供している。

○大隅河川国道事務所では、ホー
ムページで河川カメラの画像を提
供している。
○各市町に光ファイバーを利用して
河川カメラの映像を提供している。
○洪水の緊迫感を伝えるため、河
川カメラの映像をＮＨＫに提供して
いる。

●河川カメラの映像において、民法
放送局と映像提供に関する枠組み
が整備されていない。 E

肝属川における
地形特性につい
て

○上流部に標高１，０００mを越える
急峻な山地があり河床勾配が急な
ため、河川の水位上昇が急激であ
る。

●急激な水位上昇に対する、迅速・
適切な情報収集・発信がとれないお
それがある。

F

参考資料－１

現状と課題

A

●大雨・暴風により防災行政無線が
聞こえづらいおそれがある。
●WEB等により各種情報を提供して
いるが、住民自らが情報を入手する
までに至っていないおそれがある。
●インターネットの整備を行っていな
い方や携帯電話を持っていない方
に避難情報が伝わっていないおそ
れがある。
●避難情報等の意味が住民に十分
に伝わっていないおそれがある。

住民等への情報
伝達の体制や方
法

・河川水位、洪水予報、ライブ映
像等の情報やWEBや報道機関
を通じて伝達している。

・気象情報等を、自治体や報道
機関を通じて住民等へ伝達して
いる。

・「鹿児島県河川砂防情報シス
テム」により雨量・河川水位・ダ
ム諸量、河川状況映像等の情報
提供を行っている。（肝属川水系
では雨量局のみ）
・スマートフォンに対しても，きめ
細かな防災情報についてH27年
４月から提供開始。

・避難情報等について、①携帯
会社のエリアメール、②防災行
政無線及び戸別受信機（概ねの
世帯）、③水防団（消防団）車
両、④市HPを通じて情報提供を
行っている。
・また、コミュニティＦＭ（河川協
力団体）を活用したスマートフォ
ン用アプリでも情報提供を行って
いる。

・避難情報等について、①携帯会
社のエリアメール、②防災行政無
線及び戸別受信機（全世帯）、③
水防団（消防団）車両、③町HPを
通じて情報提供を行っている。

・避難情報等について、①携帯
会社のエリアメール、②防災行
政無線及び戸別受信機（全世
帯）、③水防団（消防団）車両を
通じて情報提供を行っている。

○各市町において、避難情報等を
緊急速報メール、防災行政無線、
水防団（消防団）車両等で住民に周
知している。
○鹿屋市では、避難情報等をコミュ
ニティＦＭを活用したスマートフォン
用アプリで住民に周知している。
○大隅河川国道事務所と鹿児島地
方気象台が共同で洪水予報等を発
表している。
○大隅河川国道事務所では基準
水位観測所等の河川水位、カメラ
画像をホームページやテレビの
データ放送で周知している。
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①洪水時の情報発信に関する事項

項目 国 鹿児島地方気象台 鹿児島県 鹿屋市 肝付町 東串良町

●各市町の一部避難所が施設計画
規模の降雨による洪水浸水想定区
域内にあり避難に支障をきたすおそ
れがある。
●各市町では施設計画規模の降雨
に対して、一部の地区でしか避難所
までの避難経路の選定を行っていな
いため住民の安全迅速な避難が確
保出来ていないおそれがある。

G

●各市町では想定し得る最大規模
の降雨に対して、避難所と避難経路
の再検討が必要である。 H

②地域住民の防災意識に関する事項

項目 国 鹿児島地方気象台 鹿児島県 鹿屋市 肝付町 東串良町

自主防災組織に
ついて

・全ての地区で自主防災組織が
組織されている。

・約９割の地区で自主防災組織が
組織されている。

・約７割の地区で自主防災組織
が組織されている。

○関係市町では約７割以上で自主
防災組織が組織されている。

●自主防災組織が組織されていな
い地区がある。
●自主防災組織が組織されている
が、近年大きな災害を受けていない
ため、活動も低下し、災害時に正しく
機能しないおそれがある。
●自主防災組織を支えるバックアッ
プ体制が十分に機能していないおそ
れがある。

Ｊ

地域住民の危機
意識について

・近年大規模な浸水被害をうけ
ていない。

・近年大規模な浸水被害をうけて
いない。

・近年大規模な浸水被害をうけ
ていない。

○近年大規模な浸水被害をうけて
いない。

●災害に対するリスクの共有、周知
が十分なされていないおそれがあ
る。
●近年大きな災害をうけていないた
め、住民の防災意識が低く、自らリ
スクを察知せず、避難行動をとらな
いおそれがある。
●災害経験者の高齢化により、水害
の歴史や防災技術の伝承ができ
ず、地域の防災力の低下が懸念さ
れる。

Ｋ

現状と課題

●想定し得る最大規模の降雨を対
象とした洪水浸水想定区域図が未
公表である。
●鹿屋市、肝付町、東串良町は、想
定し得る最大規模の降雨を対象とし
た洪水ハザードマップとなっていな
い。

Ｉ

現状と課題

・施設計画規模の降雨を対象とし
たハザードマップを作成し、町ホー
ムページで周知している。
・想定し得る最大規模の降雨を対
象としたハザードマップを作成して
いない。

・施設計画規模の降雨を対象と
したハザードマップを作成し、町
ホームページで周知している。
・想定し得る最大規模の降雨を
対象としたハザードマップを作成
していない。

○鹿屋市、肝付町、東串良町は計
画規模の降雨による洪水浸水想定
区域図を基に洪水ハザードマップ
の作成、配布を行っている。
○大隅河川国道事務所では、肝属
川における計画規模の降雨による
洪水浸水想定区域図をホームペー
ジ等で公表している。

想定される浸水
リスクの周知

・施設計画規模の降雨を対象と
した洪水浸水想定区域図を作成
し公表する等、市町が作成する
ハザードマップの作成支援を実
施している。
・想定し得る最大規模の降雨を
対象とした洪水浸水想定区域図
を作成していない。

・施設計画規模の降雨を対象と
したハザードマップを作成し、市
ホームページで周知している。
・想定し得る最大規模の降雨を
対象としたハザードマップを作成
していない。

・緊急避難場所・避難所は指定し
ており、施設計画規模の洪水に対
する防災マップにより周知してい
る。
・施設計画規模の洪水に対する浸
水想定区域内に一部の避難所が
ある。
・一部の地区でマイハザードマッ
プ、地区防災計画を策定し、住民
の避難所までの避難経路の検討
を行っている。

・緊急避難場所・避難所は指定
しており、施設計画規模の洪水
に対する防災マップにより周知し
ている。
・施設計画規模の洪水に対する
浸水想定区域内に一部の避難
所がある。
・一部の地区でマイハザードマッ
プを作成し、住民の避難所まで
の避難道路の検討を行ってい
る。

○各市町は、緊急避難所を指定
し、ハザードマップに記載しマップの
配
布を行っており、また一部の地区で
マイハザードマップを作成し、避難
経路の選定を行っている。
○肝付町においては、一部の地区
で地区防災計画を作成し、避難経
路の
検討を行っている

避難場所・避難
経路

・県の洪水予報河川等について
は浸水想定区域、基準水位観測
所の水位設定の見直しを行って
いる。また、自治体のハザード
マップ作成を支援している。（肝
属川水系は該当河川なし）

・緊急避難場所・避難所を指定し
ており、施設計画規模の洪水に
対する防災マップ等により周知し
ている。
・施設計画規模の洪水に対する
浸水想定区域内に一部の避難
所がある。
・一部の地区でマイハザードマッ
プを作成し、住民の避難所まで
の避難道路の検討を行ってい
る。
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③水防活動及びハード対策に関する事項

項目 国 鹿児島地方気象台 鹿児島県 鹿屋市 肝付町 東串良町

河川水位等に係
わる情報提供

・国土交通省が基準観測所の水
位により水防警報を発表してい
る。
・災害発生のおそれがある場合
は、事務所長から各市町に情報
伝達（ホットライン）をしている。
・河川水位、洪水予報、ライブ映
像等の情報をWEBや報道機関を
通じて伝達している。

・鹿児島県河川砂防情報システ
ムにより雨量、水位等の情報に
ついてリアルタイムにて提供。
（肝属川水系では雨量局のみ）
・スマートフォンに対しても、きめ
細かな防災情報についてH27年
４月から提供開始。

・河川水位の上昇が予想される
ときは市内河川に設置された水
位観測地点を関係機関と連携
し、観測サイトにて情報収集をす
る。
・河川を管轄する水防団（消防
団）については、市と団本部が連
絡を取り情報提供を行っている。

・河川水位の上昇が予想されると
きは市内河川に設置された水位観
測地点を関係機関と連携し、観測
サイトにて情報収集をする。
・河川を管轄する水防団（消防団）
については、町と各水防団（消防
団）が連絡を取り情報提供を行っ
ている。

・河川水位の上昇が予想される
ときは市内河川に設置された水
位観測地点を関係機関と連携
し、観測サイトにて情報収集をす
る。
・河川を管轄する水防団（消防
団）については、町と各水防団
（消防団）が連絡を取り情報提供
を行っている。

○各市町は河川を管轄する水防団
（消防団）に水位情報の提供を行っ
て
いる。
○大隅河川国道事務所では直轄
河川における基準水位観測所で水
位により「水防警報」を発令してい
る。
○大隅河川国道事務所では直轄
河川における基準水位観測所等の
カメラ画像をホームページで発信し

●基準地点等の河川水位情報は提
供しているが、洪水時に対して
リスクの高い箇所等きめ細やかな情
報が十分に伝わっておらず、共有さ
れていないおそれがある。

Ｌ

河川巡視につい
て

・出水期前に、自治体、水防団
（消防団）等と重要水防箇所の
合同巡視を実施をしている。
・出水時には、災害協定業者に
よる河川巡視を実施。
・河川巡視等で堤防の変上を発
見した場合は、事務所長から各
市町に情報伝達（ホットライン）を
している。

・肝属川の指定区間について
は，肝属川本川や境川，塩入川
等左右岸約８０ｋｍの築堤部等
を年２回堤防点検を行うこととし
ている。

・水防団（消防団）のうち、河川を
管轄する分団は出動指令を受け
て巡視、詰所待機を実施してい
る。

平常時は毎年行われている肝属
川重要水防箇所合同巡視に参加
している。
出水時は各水防団員の受持ち水
門等の周辺については目視による
巡視を行っている。

各水防団の受け持ち区間があ
り、出動命令を受けて巡視を実
施する

○各市町は、水防警報の発令を基
に水防団（消防団）へ連絡を行い巡
視等を行っている。
○大隅河川国道事務所と災害協定
を締結している建設業者が出水時
に巡視を行っている。
○大隅河川国道事務所で実施する
河川巡視等で堤防の変状等を発見
した場合は、各市町に情報提供し
ている。

●河川巡視等で得られた情報につ
いて、情報共有が十分に出来ていな
いおそれがある。

Ｍ

水防団（消防団）
について

・女性団員の確保等水防行動の
後方支援を行っている。
・高齢化が進んでいる分団があ
る。

・水防団（消防団）員数が規定の
人数に達していない分団がある。
・高齢化が進んでいる分団があ
る。

・女性団員の確保等水防行動の
後方支援を行っている。
・水防団（消防団）員数が規定の
人数に達していない分団があ
る。

○女性団員の確保等水防行動の
後方支援を行い、組織の内容の充
実を図っている。
○水防団（消防団）員数が規定の
人数に達していない分団がある。
○高齢化が進んでいる分団があ
る。

●近年大きな災害を受けていないこ
とから、災害時に迅速な水防工法が
実施できないおそれがある。
●規定の人数に達していない分団
や高齢化が進んでいることから、水
防団（消防団）の確保が困難になっ
てきている。
●水防団（消防団）だけでは対応し
きれない状況が発生することが想定
される。

Ｎ

避難誘導体制
事前に避難誘導が必要な方の
把握を行い、水防団（消防団）に
より避難誘導に努めている。

事前に避難誘導が必要な方の把
握を行い、各地区毎に誘導責任者
を定めて、水防団（消防団）と連携
して避難誘導に努めている。

事前に避難誘導が必要な方の
把握を行い、職員・水防団（消防
団）・自主防災組織が連携し、避
難誘導に努めている。

○各市町とも事前に避難誘導が必
要な方の把握を行い、水防団（消
防団）
等により避難誘導に努めている。

●近年大きな災害を受けていないた
め、災害時にスムーズな避難誘導
が出来るか、懸念がある。
●要配慮者等の避難支援や避難誘
導体制が十分に機能していないお
それがある。

Ｏ

水防資機材の整
備状況

・事務所、出張所、水防倉庫、防
災ステーションや堤防測帯等の
水防資機材を備蓄している。
・合同巡視等で防災担当者等と
備蓄状況を確認している。

・大隅地域振興局庁舎に土嚢や
杭木等水防資機材を備蓄してい
る。

・地区毎に水防倉庫を設置し、
資機材を確保している。
・年１回資機材の確認を行って
いる。

・地区毎に水防倉庫を設置し、資
機材を確保している。
・年１回資機材の確認を行ってい
る。

・各消防団詰所に水防倉庫を設
置し、資機材を確保している。
・年１回資機材の確認を行って
いる。

○土のう等の水防資材を水防倉庫
に備蓄し、防災関係機関と情報共
有している。
○不足する資機材は業者と協定を
締結し資材の提供を受ける体制を
整えている。

●水防資機材において、各水防団
（消防団）間や河川管理者との備蓄
情報の共有が十分ではなく、適切な
水防活動に懸念がある。

Ｐ

庁舎、災害拠点
病院等の水害時
における対応

・大隅河川国道事務所・高山出
張所は施設計画規模の降雨を
対象とした洪水浸水想定区域図
において、浸水が想定される区
域内に位置している。
・浸水対策として、大隅河川国道
事務所は、防水版を整備済みで
ある。高山出張所は執務室が2F
のため業務への影響はない。

・大隅地域振興局は、施設計画
規模の降雨を対象とした洪水浸
水想定区域図では、浸水対象区
域外である。

・施設計画規模の降雨を対象と
した洪水浸水想定区域図では、
浸水対象外である。

・庁舎が施設計画規模の降雨を対
象とした洪水浸水想定区域図にお
いて、浸水が想定される区域内に
位置している。

・施設計画規模の降雨を対象と
した洪水浸水想定区域図では、
浸水対象外である。

○鹿屋市串良総合支所及び肝付
町役場は計画規模の降雨による浸
水想
定区域内にある。
○大隅河川国道事務所や高山出
張所は計画規模の降雨による浸水
想定区域内にあるため、浸水対策
を実施している。

●施設規模の降雨や想定される最
大規模の降雨の浸水に対して浸水
対策等が十分に検討されていない。

Ｑ

排水施設、排水
資機材の操作・
運用

・災害時、国より排水ポンプ車を
派遣し、排水活動を支援してい
る。

・浸水が予想される地区に、事
前に排水ポンプを設置している。

H28にエンジンポンプ（φ150）を1
基購入予定。今後は必要に応じて
順次整備予定。

・浸水が予想される地区に、事
前に排水ポンプを設置している。

○各市町において、可搬式小型ポ
ンプを浸水箇所に派遣し対応して
いる。
○大隅河川国道事務所では、配置
計画に基づき排水ポンプ車を派遣
し排水活動を支援している。

●現状の配置計画では、想定し得る
最大規模の降雨を対象とした大規
模浸水に対し、確実な住民避難や早
期の社会機能回復に十分対応でき
ない懸念がある。

Ｒ

●本川上流部及び支川の一部で流
下能力を不足している区間があり、
洪水により氾濫が発生した場合は甚
大な被害が発生するおそれがある。

Ｓ

●堤防の多くが流水の侵食等を受
けやすいシラスで築造されており、
堤防の質的な安全性が低く、堤防決
壊等の甚大な被害が生じるおそれ
がある。

Ｔ

●堤防天端幅が狭い箇所があり、
円滑な水防活動に支障が生じるお
それがある。

Ｕ

●昭和３０年代～５０年代にかけて
施工された構造物が多く老朽化が懸
念される。

Ｖ

現状と課題

○鹿児島県においては、「肝属川
水系河川整備計画【甫木川鹿児島
県知事管理区間】」等に基づき、甫
木川、塩入川で築堤及び河道掘削
工事等を実施している。
○大隅河川国道事務所において
は、「肝属川水系河川整備計画【国
管理区間】」に基づき、河道掘削及
びシラス堤対策工事等を実施して
いる。
○中下流部は堤内地が浸水しやす
いため、堤防天端は水防活動や災
害対応の重要な進入路となってい
る。
○多くの河川管理施設（樋管等）が
あり定期的に点検・整備を行ってい
る。

堤防等河川管理
施設の現状の整
備状況及び今後
の整備内容

・「肝属川水系河川整備計画【国
管理区間】」に基づき、河道掘削
及びシラス堤対策工事等を実施
している。

・「肝属川水系河川整備計画【甫
木川 鹿児島県知事管理区間】」
等に基づき、甫木川、塩入川に
おいて築堤及び河道掘削工事
等を実施している。
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肝属川における概ね５年間で実施する取組

大隅河川国道 時期 気象台 時期 鹿児島県 時期 鹿屋市 時期 肝付町 時期 東串良町 時期

流下能力対策（河道掘削等） S 姶良川の河道掘削
引続き
実施

甫木川、塩入川の築堤
及び河道掘削等

引続き
実施

浸透対策（シラス堤防の質的強化） T
肝属川、串良川、高山川
の堤防質的強化（川裏
側）

引続き
実施

堤防川裏法尻の補強 S
串良川、高山川の川裏
法尻補強

H28年度
から実施

地域住民の迅速な避難の目安となる川の
警告灯の検討・設置

F
川の警告灯の検討・設
置

引続き
実施

急激な水位上昇を把握するため、上流部に
設置する水位計の検討・設置

F
上流部に設置する水位
計の検討・設置

H29年度
から実施

きめ細やかな河川情報を提供するためリス
クの高い箇所への河川カメラもしくは簡易
水位計等の検討・設置

L
水位計やCCTVカメラの
設置箇所について改め
て検討・設置

引続き
実施

量水標の設置について
検討

H29年度
から実施

適切な水防活動等を目的とした、堤防拡幅
の検討・整備

U

大型車両の離合等水防
活動をスムーズに行える
よう堤防天端の拡幅につ
いて検討・整備

引続き
実施

緊急時に早急かつ的確な対応を行うため
大規模災害を想定した排水ポンプ車の最
適配置計画に基づく釜場の検討・設置

R
迅速にポンプ設置を可能
とするためポンプ窯場の
設置を検討・設置

H28年度
から実施

洪水時に適切な施設運用が出来るよう、河
川管理施設の定期的な状態監視及び老朽
化対策の実施

V

監視結果による老朽箇
所の対策を実施し河川
管理施設の機能維持を
図る

引続き
実施

庁舎等の防災拠点施設の機能確保を図る
ための耐水化等の検討

Q
非常用電源等耐水化の
必要性を検討

H29年度
から実施

串良総合支所における
庁舎の浸水対策検討

H29年度
から実施

肝付町役場における庁
舎の浸水対策検討

H29年度
から実施

参考資料－２

１）ハード対策の主な取組

項目事項 内容
課題の
対応

実施する機関

■洪水を安全に流すためのハード対策

■危機管理型ハード対策

■避難、水防、緊急排水等復旧に資する基盤等の整備

■施設の確実な機能確保

1
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大隅河川国道 時期 気象台 時期 鹿児島県 時期 鹿屋市 時期 肝付町 時期 東串良町 時期

避難情報等を確実に届けるため戸別端末
による防災行政無線の普及

Ａ
未設置者への防災行政
無線の普及

引続き
実施

避難情報等を確実に届けるためコミュニ
ティＦＭを活用したラジオ放送及びプッシュ
型スマートフォン用アプリの整備、普及

Ａ
スマートフォンアプリの普
及

引続き
実施

スマートフォンアプリの検
討・整備

H29年度
から実施

■適切なタイミングでの情報発信

確実な避難を促すための、避難勧告の発
令に着目したタイムラインの検証・見直し

Ｄ
タイムラインの検証・見
直し

H28年度
から実施

タイムラインを支援する
情報の提供

H29年度
から実施

タイムラインの検証・見
直し

H28年度
から実施

タイムラインの検証・見
直し

H28年度
から実施

タイムラインの検証・見
直し

H28年度
から実施

■視覚的にわかりやすい情報発信

洪水の緊迫感を伝えるため、民放放送局と
河川カメラのライブ映像提供協定の締結

Ｅ
河川カメラのライブ映像
提供

H28年度
から実施

簡易水位計や河川カメラによるきめ細やか
な河川情報の提供

Ｆ
L
簡易水位計や河川カメラ
の設置

引続き
実施

地域住民の迅速な避難の目安となる川の
警告灯の検討

F
川の警告灯の検討・設
置

引続き
実施

地域住民の確実な避難を行うために想定し
得る最大規模の降雨を対象とした洪水浸
水想定区域及び浸水シミュレーションの検
討・公表

Ｉ

想定される最大規模の降
雨を対象とした浸水想定区
域図び浸水シミュレーショ
ンの検討・公表

H28年度
に実施

地域住民の確実な避難を行うために、想定
し得る最大規模の降雨を対象とした洪水ハ
ザードマップの作成・周知

Ｉ
想定される最大規模の
降雨を対象とした洪水ハ
ザードマップの作成支援

H29年度
から実施

想定される最大規模の
降雨を対象とした洪水ハ
ザードマップの作成・周
知

H29年度
から実施

想定される最大規模の
降雨を対象とした洪水ハ
ザードマップの作成・周
知

H31年度
から実施

想定される最大規模の
降雨を対象とした洪水ハ
ザードマップの作成・周
知

H29年度
から実施

地域住民が安全に避難するために、浸水
範囲内にある避難所及び避難経路の見直
し検討

Ｇ
Ｈ

浸水範囲内にある避難
所及び避難経路の見直
し検討支援

H29年度
から実施

浸水範囲内にある避難
所及び避難経路の見直
し検討

H29年度
から実施

浸水範囲内にある避難
所及び避難経路の見直
し検討

H31年度
から実施

浸水範囲内にある避難
所及び避難経路の見直
し検討

H29年度
から実施

内容
課題の
対応

実施する機関

■防災情報の確実な伝達

■浸水区域等のリスク情報の周知

２）ソフト対策の主な取り組み　 地域住民が的確に避難行動を行えるように、迅速かつ的確でわかりやすい情報発信に関する取組

項目事項

2
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大隅河川国道 時期 気象台 時期 鹿児島県 時期 鹿屋市 時期 肝付町 時期 東串良町 時期

河川協力団体と連携した住民目線での啓
発活動の実施

Ａ
Ｂ
Ｄ
Ｋ

出前講座や河川協力団体
と連携した水防災意識再構
築のための啓発活動の実
施
河川協力団体と連携した防
災意識調査・分析

引続き
実施

水防災意識再構築のた
めの啓発活動の実施

引続き
実施

水防災意識再構築のた
めの啓発活動の実施

引続き
実施

水防災意識再構築のた
めの啓発活動の実施

引続き
実施

水防災意識再構築のた
めの啓発活動の実施

引続き
実施

水防災意識再構築のた
めの啓発活動の実施

引続き
実施

教育機関等と連携した水防災学習・教育の
実施

Ａ
Ｂ
Ｄ
Ｋ

教育関係機関と連携した水
防災教育・学習の実施
防災教育教材の充実

H29年度
から実施

教育関係機関と連携した水
防災教育・学習の支援

H29年度
から実施

教育関係機関と連携した水
防災教育・学習の支援

H29年度
から実施

教育関係機関と連携した水
防災教育・学習の支援

H29年度
から実施

教育関係機関と連携した水
防災教育・学習の支援

H29年度
から実施

教育関係機関と連携した水
防災教育・学習の支援

H29年度
から実施

地域住民が安全に避難出来るよう、マイハ
ザードマップ検討・作成の支援

Ｇ
Ｈ

マイハザードマップ検討・
作成支援

引続き
実施

マイハザードマップの検
討・作成

引続き
実施

マイハザードマップの検
討・作成

引続き
実施

地域住民が安全に避難出来るよう、地区防
災計画の推進・支援

Ｇ
Ｈ

地区防災計画の推進・
支援

引続き
実施

地区防災計画の推進
引続き
実施

水防災をテーマとしたパネル展示等の啓発
活動の実施

Ｋ
防災をテーマにしたパネ
ルの作成及び展示

H28年度
から実施

防災をテーマにしたパネ
ルの展示

H29年度
から実施

防災をテーマにしたパネ
ルの展示

H29年度
から実施

防災をテーマにしたパネ
ルの展示

H29年度
から実施

防災をテーマにしたパネ
ルの展示

H29年度
から実施

防災をテーマにしたパネ
ルの展示

H29年度
から実施

浸水実績をわかりやすく周知するために過
去の洪水による浸水深を地域に表示する
「まるごとまちごとハザードマップ」の実施・
支援

Ｋ
「まるごとまちごとハザード
マップ」作成に向けた支援

H29年度
から実施

「まるごとまちごとハザード
マップ」の検討・作成

H29年度
から実施

「まるごとまちごとハザード
マップ」の検討・作成

H29年度
から実施

「まるごとまちごとハザード
マップ」の検討・作成

H29年度
から実施

自主防災組織支援、水防災教育等の講師・アド
バイザー育成のための講習会等の実施

Ｃ
Ｊ

自主防災組織支援、水
防災教育等の講師・アド
バイザー育成のための
講習会等の実施

引続き
実施

自主防災組織支援、水
防災教育等の講師・アド
バイザー育成のための
講習会等の実施

引続き
実施

自主防災組織支援、水
防災教育等の講師・アド
バイザー育成のための
講習会等の実施

引続き
実施

自主防災組織支援、水
防災教育等の講師・アド
バイザー育成のための
講習会等の実施

引続き
実施

災害時に迅速な避難が出来るよう、地域の
防災リーダー育成や自主防災組織の育成・
強化・支援

Ｊ
出前講座による防災教
育の実施

引続き
実施

出前講座による防災教
育や防災担当者に対す
る研修の実施

引続き
実施

出前講座による防災教
育や防災担当者に対す
る研修の実施

引続き
実施

地域の防災リーダー育成
のために研修等への参加
未組織の地区について自
主防災組織の推進

引続き
実施

地域の防災リーダー育成
のために研修等への参加
未組織の地区について自
主防災組織の推進

引続き
実施

地域の防災リーダー育
成のために研修等への
参加

引続き
実施

実施する機関

２）ソフト対策の主な取り組み　②地域住民の水防災に関する危機意識を再構築するための、水防災学習・教育や自主防災組織支援等に関する取組

■水防災を意識する社会の醸成のための支援

■自主防災組織等への支援

項目事項 内容
課題の
対応
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大隅河川国道 時期 気象台 時期 鹿児島県 時期 鹿屋市 時期 肝付町 時期 東串良町 時期

防災担当職員の防災技術力向上と流域内
の関係機関の連携強化を目的とした防災
訓練や勉強会の実施

Ｃ
防災担当者を一堂に会
した防災訓練や講習会
の実施

H28年度
から実施

防災担当者を一堂に会
した防災訓練や講習会
の実施

H28年度
から実施

防災担当者を一堂に会
した防災訓練や講習会
の実施

H28年度
から実施

防災担当者を一堂に会
した防災訓練や講習会
の実施

H28年度
から実施

防災担当者を一堂に会
した防災訓練や講習会
の実施

H28年度
から実施

防災担当者を一堂に会
した防災訓練や講習会
の実施

H28年度
から実施

水防技術伝承のための水防団（消防団）員
の災訓練等の実施

Ｎ
水防団（消防団）員の技
術伝承のための、防災
訓練の実施

引続き
実施

水防団（消防団）員の技
術伝承のための、防災
訓練の実施

引続き
実施

水防団（消防団）員の技
術伝承のための、防災
訓練の実施

引続き
実施

水防団（消防団）員の技
術伝承のための、防災
訓練の実施

引続き
実施

災害時に迅速な避難誘導が出来るよう、関
係機関と自主防災組織等が連携した要配
慮者等の避難訓練の実施

O
自主防災組織等と連携
した要配慮者等の避難
訓練への支援

引続き
実施

自主防災組織等と連携
した要配慮者等の避難
訓練の実施

引続き
実施

自主防災組織等と連携
した要配慮者等の避難
訓練の実施

引続き
実施

自主防災組織等と連携
した要配慮者等の避難
訓練の実施

引続き
実施

浸水想定区域内にある病院や地元企業に
対して、被害が最小となるための自主防災
力向上のための支援

Ｑ
浸水想定区域内にある
病院や地元企業のＢＣＰ
作成や訓練実施の支援

H29年度
から実施

浸水想定区域内にある
病院や地元企業と連携
した訓練の実施

H29年度
から実施

浸水想定区域内にある
病院や地元企業と連携
した訓練の実施

H29年度
から実施

浸水想定区域内にある
病院や地元企業と連携
した訓練の実施

H29年度
から実施

適切な水防団（消防団）人員の確保 Ｎ
市報を活用した水防団
（消防団）人員の募集

引続き
実施

町報を活用した水防団
（消防団）人員の募集

H29年度
から実施

町報を活用した水防団
（消防団）人員の募集

引続き
実施

水防協力協定等企業（地元建設業等）と連
携した水防活動の実施

Ｎ 水防協力協定の実施
引続き
実施

水防協力協定の実施
引続き
実施

水防協力協定の実施
引続き
実施

適切な水防活動を行うための、保有水防資
機材の定期的な点検確認と情報共有

Ｐ

合同巡視等で必要な水
防資機材の確認、補充
及び関係機関間の情報
共有

引続き
実施

合同巡視等で必要な水
防資機材の確認、補充
及び関係機関間の情報
共有

引続き
実施

合同巡視等で必要な水
防資機材の確認、補充
及び関係機関間の情報
共有

引続き
実施

合同巡視等で必要な水
防資機材の確認、補充
及び関係機関間の情報
共有

引続き
実施

合同巡視等で必要な水
防資機材の確認、補充
及び関係機関間の情報
共有

引続き
実施

堤防の変状等河川巡視結果をリアルタイム
で共有するためのシステム検討

Ｍ

相互接続した専用光
ケーブルを利用し、大隅
河川国道と3市町でリア
ルタイムの情報共有

引続き
実施

相互接続した専用光
ケーブルを利用し、大隅
河川国道と鹿屋市でリア
ルタイムの情報共有

引続き
実施

相互接続した専用光
ケーブルを利用し、大隅
河川国道と肝付町でリア
ルタイムの情報共有

引続き
実施

相互接続した専用光
ケーブルを利用し、大隅
河川国道と東串良町でリ
アルタイムの情報共有

引続き
実施

大規模浸水被害発生時に水防活動等の拠
点となる施設の検討

Ｐ

大規模浸水被害発生時
に水防活動等の拠点と
なる施設の検討
（既存施設含む）

H29年度
から実施

大規模浸水被害発生時
に水防活動等の拠点と
なる施設の検討

H29年度
から実施

大規模浸水被害発生時
に水防活動等の拠点と
なる施設の検討

H29年度
から実施

大規模浸水被害発生時
に水防活動等の拠点と
なる施設の検討

H29年度
から実施

緊急時に早急かつ的確な対応を行うため
大規模災害を想定した排水ポンプ車の最
適配置計画の検討

R

大規模災害を想定した
排水ポンプ車の最適配
置計画及び釜場の検討・
設置

H28年度
から実施

大規模災害を想定した
排水ポンプ車の最適配
置計画の検討

H28年度
から実施

大規模災害を想定した
排水ポンプ車の最適配
置計画の検討

H28年度
から実施

大規模災害を想定した
排水ポンプ車の最適配
置計画の検討

H28年度
から実施

項目事項

■大規模災害時における排水施設の適切な運用

２）ソフト対策の主な取り組み　③地域住民が安心して暮らせるよう、ハード対策や確実な水防活動が行える訓練等のソフト対策に関する取組

■関係機関及び地域住民と実施する訓練等

内容
課題の
対応

実施する機関

■確実な水防活動への支援

4

2
4



概ね５年間で達成すべき取組の既存事例比較 参考資料－３

目
標

目
標

目
標

項目 事項 取　組　内　容 項目 事項 実　施　内　容 項目 事項 内　　　　容

１）円滑かつ迅速な避難のための取組 １．迅速かつ的確な避難行動のための取り組み 　　　※項目・事項はオリジナルで作成

①情報伝達、避難計画等に関する事項 １）情報伝達、避難計画等に関する事項

・洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミングやそれ
らを踏まえた避難勧告等発令の対象区域・判断基準等の設定

①ﾀｲﾑﾗｲﾝを策定
確実な避難を促すための、避難勧告の発令に着目したタイムラインの検証・見
直し

②洪水時における河川管理者からの情報提供等の内容及びタイミングやそれ
らを踏まえた避難勧告等発令の対象区域・判断基準等の設定

―

・隣接市町村における避難場所の設定 ③隣接市町村における避難場所の設定
地域住民が安全に避難するために、浸水範囲内にある避難所及び避難経路
の見直し検討

・住民等へ適切かつ確実に情報伝達する体制や方法の改善 ― 避難情報等を確実に届けるため戸別端末による防災行政無線の普及

避難情報等を確実に届けるためコミュニティＦＭを活用したラジオ放送及びプッ
シュ型スマートフォン用アプリの整備、普及

等 ― ―

②平時から住民等への周知・教育・訓練に関する事項 ２）平時から住民等への周知・教育・訓練に関する事項

・想定最大規模の洪水に係る浸水想定区域図等の作成と周知 ①想定最大外力を対象とした洪水浸水想定区域図の策定・公表
地域住民の確実な避難を行うために想定し得る最大規模の降雨を対象とした
洪水浸水想定区域及び浸水シミュレーションの検討・公表

②想定最大外力を対象とした氾濫シミュレーションの公表 ―

・ハザードマップの改良と周知 ―
地域住民の確実な避難を行うために、想定し得る最大規模の降雨を対象とし
た洪水ハザードマップの作成・周知

・まるごとまちごとハザードマップの整備と周知 ― 地域住民が安全に避難出来るよう、マイハザードマップ検討・作成の支援

浸水実績をわかりやすく周知するために過去の洪水による浸水深を地域に表
示する「まるごとまちごとハザードマップ」の実施・支援

・情報ソフトインフラも活用した避難訓練等の実施 ⑨効果的な「水防災意識社会」再構築に役立つ広報を実施
洪水の緊迫感を伝えるため、民放放送局と河川カメラのライブ映像提供協定
の締結

簡易水位計や河川カメラによるきめ細やかな河川情報の提供

河川協力団体と連携した住民目線での啓発活動の実施

等 ― 地域住民が安全に避難出来るよう、地区防災計画の推進・支援

円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項 ３）円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項

・水位計・ＣＣＴＶの整備 ②水位計・ＣＣＴＶの整備 急激な水位上昇を把握するため、上流部に設置する水位計の検討・設置

きめ細やかな河川情報を提供するためリスクの高い箇所への河川カメラもしく
は簡易水位計等の検討・設置

・決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫 ③決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫 浸透対策（シラス堤防の質的強化）

堤防川裏法尻の補強

・防災ステーションの整備 ④防災ステーションの整備 大規模浸水被害発生時に水防活動等の拠点となる施設の検討

・避難経路の整備 ①円滑かつ迅速な避難に資する施設整備の実施 ―

等 ― 流下能力対策（河道掘削等）

地域住民の迅速な避難の目安となる川の警告灯の検討

堤防の変状等河川巡視結果をリアルタイムで共有するためのシステム検討

適切な水防活動等を目的とした、堤防拡幅の検討・整備

緊急時に早急かつ的確な対応を行うため大規模災害を想定した排水ポンプ車
の最適配置計画に基づく釜場の検討・設置

２）的確な水防活動のための取組 ２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取り組み

①水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項 １）水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する事項

・重要水防箇所の見直し ― ―

・水防に関する広報の充実 ― 教育機関等と連携した水防災学習・教育の実施

水防災をテーマとしたパネル展示等の啓発活動の実施

・水防資機材の整備 ― 適切な水防活動を行うための、保有水防資機材の定期的な点検確認と情報
共有

・水防訓練の充実 ― ―

等 ①水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施
自主防災組織支援、水防災教育等の講師・アドバイザー育成のための講習会
等の実施

②関係機関（自治体・水防団等）による合同巡視の実施（共同点検）
災害時に迅速な避難が出来るよう、地域の防災リーダー育成や自主防災組織
の育成・強化・支援

―
防災担当職員の防災技術力向上と流域内の関係機関の連携強化を目的とし
た防災訓練や勉強会の実施

水防技術伝承のための水防団（消防団）員の災訓練等の実施

災害時に迅速な避難誘導が出来るよう、関係機関と自主防災組織等が連携し
た要配慮者等の避難訓練の実施

浸水想定区域内にある病院や地元企業に対して、被害が最小となるための自
主防災力向上のための支援

適切な水防団（消防団）人員の確保

水防協力協定等企業（地元建設業等）と連携した水防活動の実施

②市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項 ２）市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

・施設の関係者への情報伝達の充実 ③当該施設の関係者への情報伝達の充実 ―

・洪水時の庁舎等の機能確保のための対策の充実 ④庁舎等の耐水化 庁舎等の防災拠点施設の機能確保を図るための耐水化等の検討

等 ①水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定の促進 ―

②大規模工場等へ浸水リスクの説明と水害対策の啓発 ―

３）氾濫水の排水，施設運用等に関する取組 ３．生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取り組み

・排水施設，排水資機材の運用方法の改善 ①排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備するとともに訓練実施
緊急時に早急かつ的確な対応を行うため大規模災害を想定した排水ポンプ車
の最適配置計画の検討

・排水施設の整備及び耐水化 ②排水施設の耐水化 ―

・ダムの危機管理型の運用方法の高度化 ③ダムの危機管理型の運用方法の高度化 ―

等 ―
洪水時に適切な施設運用が出来るよう、河川管理施設の定期的な状態監視
及び老朽化対策の実施

円滑かつ迅速な避難，的確な水防活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の排水
を実現するための目標

住民自らが避難行動をとり，地域の活力を支えることができる「川内川水害
に強い地域づくり」を目指す。

いつかくる大規模水害に備え水害に負けない強い大隅地域づくり

都道府県等管理河川での取組の進め方
＜参考＞国管理河川における協議会での取組内容

（平成２８年１０月７日　通知）

川内川水防災意識社会再構築協議会
（平成２８年６月１０日　第２回協議会）

肝属川水防災意識社会再構築協議会
（平成２８年８月１６日　第２回協議会）

25



◆地域における現状・課題分析シート

①洪水時の情報発信に関する事項

項目 国 鹿児島地方気象台 鹿児島県 ○○市・町 ○○市・町 ○○市・町 現状と課題（取りまとめ）

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

住民等への情報
伝達の体制や方
法

洪水時における
河川管理者から
の情報提供等の
内容及びタイミン
グ

関係機関職員の
防災人員につい
て

避難勧告等の発
令

ライブ映像の提
供

肝属川における
地形特性につい
て

1 

2
6



①洪水時の情報発信に関する事項

項目 国 鹿児島地方気象台 鹿児島県 ○○市・町 ○○市・町 ○○市・町 現状と課題（取りまとめ）

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

②地域住民の防災意識に関する事項

項目 国 鹿児島地方気象台 鹿児島県 ○○市・町 ○○市・町 ○○市・町 現状と課題（取りまとめ）

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】
地域住民の危機
意識について

想定される浸水
リスクの周知

避難場所・避難
経路

自主防災組織に
ついて

2 

2
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③水防活動及びハード対策に関する事項

項目 国 鹿児島地方気象台 鹿児島県 ○○市・町 ○○市・町 ○○市・町 現状と課題（取りまとめ）

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】 【現状】

【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】 【課題】

水防団（消防団）
について

避難誘導体制

水防資機材の整
備状況

庁舎、災害拠点
病院等の水害時
における対応

堤防等河川管理
施設の現状の整
備状況及び今後
の整備内容

河川水位等に係
わる情報提供

排水施設、排水
資機材の操作・
運用

河川巡視につい
て
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